
0

1 頁平成20年 8月22日  16時29分  作成

03 民生費

01 社会福祉費

01 社会福祉総務費

福祉政策室

作　成　者：財政課　３（簡略番号 ）

平成20年度 001 一般会計

７号補正

1507000000

032448

065

00

0

00

介護予防システム研究会運営事業 子育てを支援し、お年寄りが元気な

明るい長寿社会の実現

安心して健やかにくらせる健康と福

『ひと』がいきいき

0

△1810002,948

2,7672,7672,948181

補正後の額補正前の額

0

歳出予算事業概要書

県支出金

15 2,9488 56報償費 国庫 02 02 01 034
9 旅費 介護保険事業費補助金

11 134需用費
12 1,077役務費
13 1,500委託料

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

○実施形態　　市内の大学病院、開業医、介護事業所から専門分野の委員を選出し、介護
予防事業を総合的に評価検証し、介護予防を習慣づけするための取組みについて協議する

昨年度までの本研究会において、介護予防事業評価を行う上で、単に運動機能の向上だけ

（３）現在実施している介護予防事業プログラムの検証
（２）介護予防に関する市民意識調査の実施
（１）介護予防事業の効果の検証
○主な事業

るため介護予防事業の効果等を検証し、健康及び介護予防施策の総合的施策を確立する。
○目的　高齢化がピークを迎える２０１５年を視野に入れた本市の介護予防施策を確立す

介護予防に関する意識調査を実施。その後鳥取大学医学部に調査内容の分析を依頼する。
調査対象３，０００件（６５歳以上　２，０００件、６５歳～４０歳　１，０００件）の
【補正予算に係る事業内容詳細】
介護予防事業のあり方について検証する。
介護予防ガイド」の全戸配布における市民意識の変化の調査を実施し、今後の効果的な
　また、昨年度、介護予防の必要性を実効果によって周知するために作成した「米子市の
の介護予防事業のあり方について検討、既存事業の効果性を高めるための議論を実施。
　本年度は、この利用者の生活満足度の調査結果を分析し、生活満足度の向上を図るため
こととしている。
検証する事として、実際の利用者へ「継続的評価分析支援事業」調査項目に加え調査する
にとどまらず、利用者の生活全般においての満足度の向上という視点で予防事業の効果を

介護予防システム研究会（ヘルスアップ２０１５研究会）設置要綱

①財源内訳　国庫補助事業（１０／１０補助、内示済）
②事務事業評価の反映状況
　　評価結果（充実・拡大）

会計 001 一般会計 03款 01項 01目 06500000事業 1頁



0

1 頁平成20年 8月22日  16時32分  作成

03 民生費

01 社会福祉費

06 老人福祉費

長寿社会課

作　成　者：財政課　３（簡略番号 ）

平成20年度 001 一般会計

７号補正

1504000000

046928

139

00

0

00

地域サポーター養成事業 子育てを支援し、お年寄りが元気な

明るい長寿社会の実現

安心して健やかにくらせる健康と福

『ひと』がいきいき

0

02,000000

2,0002,0002,0000

補正後の額補正前の額

0

歳出予算事業概要書

県支出金

21 2,0007 696賃金 諸収 03 03 03 219
8 93報償費 長寿社会づくりソフト事業費交付金

11 1,100需用費
12 111役務費

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

その事業として、高齢者の地域での健康づくりを進めるための地域サポーターの養成を
行っている。平成20年度も引き続き養成事業に取り組んでいくが、サポーターが体操等の

○専門家を招いての講習会開催

に取り組むことができるようになり、地域づくりの基盤整備の促進が図れる。
おける介護予防の向上に寄与できると考える。また地域住民が主体的に地域の健康づくり
なりづらい体力をつけることを目的とする。高齢者の健康把握の場となり、地域社会に
の介入の下で、健康寿命の延伸を期待できる体力をつけ、運動習慣を構築し、要介護に
ターを統括する健康指導コーディネーターも養成する。これらの正しく適切な健康指導
の指導をするためには、専門的知識・スキルを習得する必要がある。併せて地域サポー

を合言葉に、地域づくりの基礎となる人材の養成、発掘に努め地域福祉を推進している。
　米子市では、平成18年度に「米子市地域福祉計画」を策定し「地域づくりは人づくり」

○地域サポーター（現在約１５０名）のユニフォーム等作成
○市民に地域サポーターの役割を広報するためのイベント開催
　から健康指導コーディネーターへの転進を図る
　健康運動指導師等による地域サポーターに対する実技指導を行い、地域サポーター
○健康指導コーディネーターの養成
　米子市内29公民館（年3回）
○健康体操教室の開催
　鳥取大学医学部等の専門家による講習会開催（年６回）

介護保険法

①財源の説明
　地域サポーター養成事業費交付金（全額）

会計 001 一般会計 03款 01項 06目 13900000事業 1頁



0

1 頁平成20年 8月22日  16時34分  作成

03 民生費

01 社会福祉費

06 老人福祉費

長寿社会課

作　成　者：財政課　３（簡略番号 ）

平成20年度 001 一般会計

７号補正

1504000000

046929

140

00

0

00

口腔機能維持向上啓発広報事業 子育てを支援し、お年寄りが元気な

明るい長寿社会の実現

安心して健やかにくらせる健康と福

『ひと』がいきいき

0

00003,901

3,9013,9013,9010

補正後の額補正前の額

0

歳出予算事業概要書

県支出金

15 3,9017 70賃金 国庫 02 02 01 038
8 254報償費 口腔機能維持向上啓発広報事業費補
9 171旅費

11 982需用費
12 325役務費
13 1,949委託料
14 150使用料及び賃借料

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

【事業内容】
・「おいしく食べよう」コンサート開催

口腔機能維持向上講座

・先進地視察（予定地：千葉県柏市）
・口腔機能維持向上研究委託（歯科医師会に対して効果検証委託）
　って開催するもの）
・口腔機能維持向上指導者研修会（包括支援センター職員に対して歯科医師等が講師とな
　ポーター等）
・「おいしく食べよう」読本作成（冊数５００冊、配付先　医師会、歯科医師会、地域サ

普及・広報等事業
　高齢者の健康づくり等を促進するための口腔機能の維持向上を図る体操（健口体操）の

期待できる。
れる。運動機能の向上に関する事業と一体的に事業を展開することで介護予防率の向上が
口腔機能維持向上体操を地域で普及させることで、口腔機能維持向上及び栄養改善が図ら
【効果】
口腔機能維持向上体操広報事業

介護保険法

①財源の説明
　口腔機能維持向上啓発広報事業費補助金（全額）

　

会計 001 一般会計 03款 01項 06目 14000000事業 1頁



0

1 頁平成20年 8月22日  17時28分  作成

06 農林水産業費

01 農業費

03 農業振興費

農林課

作　成　者：財政課　６（簡略番号 ）

平成20年度 001 一般会計

７号補正

2501000000

046675

112

00

0

00

地域バイオマス利活用事業 活力みなぎる米子

活力ある農業・農村づくり

地域の活力を生み出す産業のまちづ

『産業』がいきいき

0

830000208,330

209,160209,160209,1600

補正後の額補正前の額

0

歳出予算事業概要書

県支出金

15 208,3302 1,200給料 国庫 02 07 01 001
9 151旅費 地域バイオマス利活用整備交付金

11 159需用費
12 150役務費
19 207,500負担金補助及び交付

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

　ニッポン総合戦略」として閣議決定（平成１８年３月見直し）された。
　　このような背景を踏まえ、地域で発生・排出されるバイオマス資源を、その地域でエ

（１）事業実施主体　山陰バイオテック㈱

　オマスタウン構想の実現、および地域バイオマス利活用システムの構築に努める。
　策定するとともに、本事業の実施により、バイオマス変換施設等の整備をはかり、バイ
　　本市においても、今年度中に「米子市バイオマスタウン構想」（１２月公表見込）を
　られている。
　ネルギーや工業原料等に変換し可能な限り循環利用するシステムを構築する取組みが求

　の活性化、新たな産業の創出などに貢献するものとして、平成１４年に「バイオマス・
　　バイオマスの利活用を推進することは、地球温暖化の防止、循環型社会の形成、地域

　　　③　附帯事務費　　　　　　　　　　　　　　等
　　　②　工場・事務所の取得費用および改修費　　
　　　①　バイオマスプラスチック製造プラント一式
　　材等）等を原材料として、バイオマスプラスチックを製造するプラントの整備。
　　　現在活用されず、廃棄されている木質系のバイオマス（間伐材や竹、製材工場の残
（２）計画内容

「バイオマス・ニッポン総合戦略」、地域バイオマス利活用交付金実施要綱　等

　①　施設整備関係　　
　　・バイオマスプラスチック製造プラント（生産能力　３５０kg／ｈ）　１式

　　・事業費の０．４％
　②　附帯事務費（米子市分）
　　　　　　（国　２０７，５００千円）
　　　交付金　４１５，０００千円　×　１／２　＝　２０７，５００千円

　　・工場および事務所の取得費用および改修費用
　　　事業費　４１５，０００千円

　　　交付金　４１５，０００千円　×　０．４％　＝　１，６６０千円　
　　　　　　（国　８３０千円　、市　８３０千円）
　①＋②　合　計
　　　交付金　２０７，５００千円　＋　１，６６０千円　＝　２０９，１６０千円
　　　　　　（国　２０８，３３０千円　、市　８３０千円）

会計 001 一般会計 06款 01項 03目 11200000事業 1頁



0

1 頁平成20年 8月22日  17時29分  作成

06 農林水産業費

01 農業費

03 農業振興費

農林課

作　成　者：財政課　６（簡略番号 ）

平成20年度 001 一般会計

７号補正

2501000000

046884

113

00

0

00

次世代鳥取梨産地育成事業 活力みなぎる米子

活力ある農業・農村づくり

地域の活力を生み出す産業のまちづ

『産業』がいきいき

0

0002,9700

2,9702,9702,9700

補正後の額補正前の額

0

歳出予算事業概要書

県支出金

16 2,97019 2,970負担金補助及び交付 都道 02 04 01 086
次世代鳥取梨産地育成事業費補助金

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

（「なつひめ」、「新甘泉」）の導入や生産基盤整備に対して支援を行い、鳥取県育成
オリジナル新品種（「なつひめ」、「新甘泉」）の産地育成及びブランド化を早期に進

　事業計画

地育成とブランド化に努める。
防風施設の整備を実施して、新品種の栽培面積の拡大をはかり、オリジナル新品種の産
　そこで本事業では、別所・淀江地区において、梨園の新植・苗木・土壌改良、果樹棚、
めることが必要である。

「鳥取県梨産業活性化ビジョン」を実現するため、鳥取県園芸試験場が開発した新品種
　県下の梨の生産量がピーク時の１／３に減少する中で、平成２０年４月に策定された

　　　　　　　　　　　防風施設整備　２５ａ　　２，５００，０００　円　
　　　　　　　　　　　果樹棚の整備　２５ａ　　２，２８０，０００　円
　　③　事業内容　　　新植・改植　　２５ａ　　　　３００，０００　円
　　②　実施地区　　　別所　１０ａ、淀江町稲吉　１５ａ　　合　計　２５ａ　
　　①　事業実施主体　鳥取西部農協
　梨園を一定期間農家に貸付けることにより、新品種の産地育成とブランド化を図る。
　　農協が、鳥取県のオリジナル新品種の新植・改植、果樹棚、防風施設の整備を行った

　　新植・改植、および果樹棚の整備費用については２／３、防風施設の整備費用につい
　ては１／２を補助する。

　　　　農協自己資金　　２，１１０，０００　円
　　　　市補助金　　　　　　　　　　　　０　円

　　　　事　業　費　　　５，０８０，０００　円
　　　　県補助金　　　　２，９７０，０００　円

会計 001 一般会計 06款 01項 03目 11300000事業 1頁



0

1 頁平成20年 8月22日  17時31分  作成

06 農林水産業費

03 水産業費

02 水産業振興費

水産振興室

作　成　者：財政課　６（簡略番号 ）

平成20年度 001 一般会計

７号補正

2505000000

046993

022

00

0

00

燃油高騰対策緊急支援事業
0

5660000

5665665660

補正後の額補正前の額

歳出予算事業概要書

県支出金

19 566負担金補助及び交付

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

経費を助成する。
（１）補助金額

　船底塗装の実施により航行時の抵抗が少なくなり、燃費が向上することから消費する

　　　　　　計　　　　　　　　　　　１６７隻　　　５６５，２００円
　　　鳥取県漁業共同組合淀江支所　　　５７隻　　　３１３，２００円
　　　米子市漁業共同組合　　　　　　１１０隻　　　２５２，０００円
（２）補助対象者
　　　５ｔ以上～１０ｔ未満　　２万円以内
　　　１ｔ以上～５ｔ未満　　　１万円以内

船底・プロペラ等に付着した物を清掃、除去し、塗装作業を実施する際の塗料代金等の
燃油高騰が長期化する中、漁船の燃費向上を目的とし、

燃油を抑えることができるため、漁業経営安定の一助とすることができる。

会計 001 一般会計 06款 03項 02目 02200000事業 1頁



0

1 頁平成20年 8月22日  17時30分  作成

07 商工費

01 商工費

02 商工業振興費

商工課

作　成　者：財政課　６（簡略番号 ）

平成20年度 001 一般会計

７号補正

2503000000

003300

004

00

0

00

商工業振興資金貸付事業（商工課） 活力みなぎる米子

商業の活性化

地域の活力を生み出す産業のまちづ

『産業』がいきいき

0

0180,000000

180,000222,6903,800,2473,620,247

補正後の額補正前の額

0

歳出予算事業概要書

県支出金

21 180,00021 180,000貸付金 諸収 02 04 01 001
商工業振興資金貸付金元利収入（商

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

　の数倍の額の融資を創出して下記目的を達成し、もって地域経済の活性化を図る。
　　・民間金融機関の融資を補完し、経営基盤の弱い中小企業者の資金繰りを支援する。

【補正理由】

　に関わらず市に償還され、その償還金収入を財源としている。
　　金融機関に対する資金預託によって融資利率を引き下げ、また、預託金は企業の返済
②　事業効果
　　・災害、経済情勢の変化、取引先倒産など、突発的・広域的な局面に対応する。
　　・企業の集団化、業種転換、設備の近代化など、市内産業構造の転換を誘導する。
　　・新規開業や新技術・新商品の開発等の新しい動きを支援する。

　　鳥取県及び金融機関と協調した制度融資を運用することにより、本市が調達した原資
①　事業全体概要

　平成20年度預託見込総額（Ａ＋Ｂ）　3,842,937千円
　継続分預託実績額　2952,400千円･･･（Ｂ）
　　うち平成20年8月 1日以降預託見込額　540,691千円
　　うち平成20年7月31日現在預託実績額　349,846千円
　新規分預託見込額　890,537千円･･･（Ａ）
【平成20年度計画】
め、融資の利用見込を勘案して補正要求するもの。
化しており、関連する制度融資の利用が増加している。今後も利用の増加が見込まれるた
　原油価格をはじめとする原材料費の高騰が長期化・拡大し、中小企業者の事業環境が悪

　①　財源内訳の積算根拠
　　　財源は、商工業振興資金貸付金元利収入。

　　　　　　　（Ｂ）－（Ａ）＝▲222,690千円

　　　　・8月1日以降支出見込額　540,691千円･･･（Ａ）
　　　　・7月31日現在予算残額　 318,001千円･･･（Ｂ）

会計 001 一般会計 07款 01項 02目 00400000事業 1頁



0

1 頁平成20年 8月22日  17時26分  作成

07 商工費

01 商工費

02 商工業振興費

崎津・流通団地営業課

作　成　者：財政課　６（簡略番号 ）

平成20年度 001 一般会計

７号補正

2506000000

047000

067

00

0

00

企業立地成功報奨金 活力みなぎる米子

商業の活性化

地域の活力を生み出す産業のまちづ

『産業』がいきいき

0

2,0000000

2,0004,2502,0000

補正後の額補正前の額

0

歳出予算事業概要書

県支出金

8 2,000報償費

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

め、立地希望企業に関する情報を募集し、その情報により企業が立地した場合に情報提供
者に対して報奨金を支払う。

（１）事業計画

ることにより当該用地の紹介を積極的に行うと考えられる。
より多くの情報を収集することが必要である。情報を提供する側も報奨金という果実があ
　米子流通業務団地及び崎津アミューズメント施設用地を早期処分するためには外部から
②必要性

　米子流通業務団地及び崎津アミューズメント施設用地における企業立地の促進を図るた
①概要

　　相当成功報奨金額　３００万円（３億円×１％）
　　分譲面積　３ha　　　　　分譲価格　３億円
　崎津アミューズメント施設用地
　　相当成功報奨金額　１２５万円（１．２５億円×１％）
　　分譲面積　０．３５ha　　分譲価格　１．２５億円
　米子流通業務団地
（参考）
より、早期処分につながる。
　報奨金により、情報提供も積極的に行われ外部からより多くの情報を収集できることに
（２）事業効果
　　③分譲と借地の混在の場合　①　＋　②　（上限１千万円）
　　②借地の場合　借地料の１ヶ月相当額　（上限１千万円）
　　①分譲の場合　分譲価格の１％　（上限１千万円）
者に対して報奨金を支払う。
め、立地希望企業に関する情報を募集し、その情報により企業が立地した場合に情報提供
　米子流通業務団地及び崎津アミューズメント施設用地における企業立地の促進を図るた

米子流通業務団地 進出率77.01%　崎津アミューズメント施設用地 ウインズ米子進出のみ

会計 001 一般会計 07款 01項 02目 06700000事業 1頁



0

1 頁平成20年 8月25日  20時13分  作成

08 土木費

01 土木管理費

01 土木総務費

建築住宅課

作　成　者：財政課　３（簡略番号 ）

平成20年度 001 一般会計

７号補正

3003000000

046874

011

00

0

00

市有建物石綿調査事業 ゆとりある心豊かな米子

快適な住環境の整備

魅力あふれる定住のまちづくり

『暮らし』がいきいき

0

820000409

1,2291,4061,2290

補正後の額補正前の額

0

歳出予算事業概要書

県支出金

15 40911 21需用費 国庫 02 05 03 023
12 5役務費 アスベスト改修型優良建築物等整備
13 1,203委託料

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

　これまでに当市で実施した市有建築物における吹付け石綿の調査では、この３種類につ
いては分析対象となっておらず、鳥取県生活環境部長からの依頼により、再分析が必要と

　分析調査の徹底により、石綿ばく露防止対策等に万全を期し、市有施設に勤務する職員

なっているもの。

共施設において検出されたことが判明した。
　国内では使用されていないとされていたトレモライト等３種類の石綿が、東京などの公

　中学校、米子市公会堂、市営東山水泳場、美保体育館、淀江支所庁舎
　米子市勤労者青少年ホーム、米子市観光センター、大篠津小学校、和田小学校、弓ヶ浜
　本庁舎、米子サン・アビリティーズ、心身障害者福祉センター、米子市老人憩いの家、
　【市有建築物　対象１３施設】

とこれを利用する市民の健康と安全性の向上が図れる。

　労働安全衛生法

【国庫支出金】
　アスベスト改修型優良建築物等整備事業費補助金
　　補助率　：　１／３
　　（附帯事務費：当該事業に要する費用の2.2/100）

会計 001 一般会計 08款 01項 01目 01100000事業 1頁



0

1 頁平成20年 8月22日  11時25分  作成

08 土木費

02 道路橋りょう費

04 基地周辺整備事業費

土木課

作　成　者：財政課　７（簡略番号 ）

平成20年度 001 一般会計

７号補正

3002000000

046850

011

00

0

00

大篠津地区児童体育館等駐輪場整備事業
0

00003,000

3,0003,0003,0000

補正後の額補正前の額

歳出予算事業概要書

県支出金

15 3,0009 旅費 国庫 02 05 01 005
11 需用費 特定防衛施設周辺整備調整交付金
12 役務費
14 使用料及び賃借料
15 3,000工事請負費

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

ついては、隣接する市有地に屋根付きの駐輪場を整備し、利用者の利便性の向上を図る。
なお、大篠津地区からも、駐輪場の整備についての要望も提出されており、このたび、防

駐輪場を整備することにより、大篠津地区児童体育館の利用者はもとより、地区住民の利

該施設を整備しようとするもの。
衛省の交付金（特定防衛施設周辺整備調整交付金２次配分　補助率１００％）により、当

になっている。
大篠津地区児童体育館においては、駐輪場が狭あいなため、自転車が納まりきれない状況

　鉄骨平屋造　５０㎡（収容台数　約５０台）
便性の向上を図る。

　国庫補助金　　特定防衛施設周辺整備調整交付金　補助率１００％
　　　　　　　　　3,000,000円×100%＝3,000,000（二次配分見込）

会計 001 一般会計 08款 02項 04目 01100000事業 1頁



0

1 頁平成20年 8月22日  11時28分  作成

08 土木費

04 都市計画費

01 都市計画総務費

土木課

作　成　者：財政課　７（簡略番号 ）

平成20年度 001 一般会計

７号補正

3002000000

041775

045

00

0

00

県営街路事業負担金 活力みなぎる米子

総合的な交通体系の整備

交流と連携を育むまちづくり

『よなご』がいきいき

0

600119,20000

119,260119,260119,2600

補正後の額補正前の額

0

歳出予算事業概要書

県支出金

22 119,20019 119,260負担金補助及び交付 地方 01 04 03 001
街路事業（県営事業負担金）

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

②必要性
　市内各路線の整備、改良が行われることにより、市内の道路交通の安全性、利便性が向

　市内各事業路線にかかる負担金を支払うことで、県施行事業が円滑に推進し、結果とし

上する。そのために負担金を支払い、円滑な事業の推進を図る。

　県施行の街路事業に対し、本市負担部分の支払いを行うもの。
①概要

議決)｣による。
※負担率は、｢土木その他の建設事業の施行に伴う市町村負担金(昭和34年3月20日県議会

　合　計　　　1,780,000,000　　　　　　　 119,260,000　　119,260,000　　60,000
　　　　　　　　400,000,000　　67/1,000　　26,800,000　　 26,800,000　　　　 0
車尾大谷町線
　　　　　　　　900,000,000　　67/1,000　　60,300,000　　 60,300,000　　　　 0
米子駅陰田線
（地方道路交付金）

　　　　　　　　480,000,000　　67/1,000　　32,160,000　　32,100,000　　60,000
米子駅陰田線（弥生町～陰田町・市町村合併支援事業）
（補助事業）
本年度計画路線　　県事業費　　　負担率　　　　負担額　　　　地方債　　一般財源
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：円)
て市内道路の安全性、利便性が向上する。

地方財政法27条

地方債…充当率100％（各路線ごと10万円未満切捨て）

他市の状況
　県内他団体においても、市町村負担金として県に対して支払いを行っている。

会計 001 一般会計 08款 04項 01目 04500000事業 1頁



0

1 頁平成20年 8月22日  11時56分  作成

10 教育費

02 小学校費

02 教育振興費

学校教育課

作　成　者：財政課　５（簡略番号 ）

平成20年度 001 一般会計

７号補正

5502000000

046799

020

00

0

00

小学校における英語活動拠点校推進事業（学校教育課）
0

0004490

4494494490

補正後の額補正前の額

歳出予算事業概要書

県支出金

16 4498 60報償費 都道 03 05 02 002
9 137旅費 英語活動拠点校推進事業委託金（学

11 227需用費
12 25役務費

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

特別活動の学習の中で英語活動や国際理解教育に取り組んできた。そのような中、新学習
指導要領の改正に伴い、平成23年度から小学校において外国語活動が完全実施されること

事業効果

拠点校での成果を市内の各学校に還元していくことが必要である。
施にむけて教員の指導力向上、学校間の取組内容や時間数のばらつきの解消を図るため、
　小学校学習指導要領の改正で外国語活動が必修化したことに伴い、平成23年度の完全実
事業の必要性
有するなど、平成23年度の完全実施に向けての準備が急がれる。
となった。それにより、本市においても、拠点校を中心に研究を進め、その研究成果を共

　本市では、これまで英語指導助手（ALT）を小学校にも配置し、総合的な学習の時間や
事業概要

　める。これにより、学校間の取組内容のばらつきを解消することができる。
　校英語活動担当教員の連絡協議会の開催等により、拠点校における取組成果の普及に努
・拠点校を会場とした研修会の呼びかけや市内中・特別支援学校英語科担当教員及び小学
　により、拠点校における教員の指導力の向上を図ることができる。
　効果的な活用を支援する等、拠点校（米子市立加茂小学校）の取組の支援を行う。これ
・英語活動に関する国及び県の拠点校からの情報提供、英語指導助手（ALT）の配置及び

小学校学習指導要領　平成20年3月（文部科学省）

財源の説明
　全額県委託金

会計 001 一般会計 10款 02項 02目 02000000事業 1頁



0

1 頁平成20年 8月22日  12時03分  作成

10 教育費

02 小学校費

03 学校建設費

教育総務課

作　成　者：財政課　５（簡略番号 ）

平成20年度 001 一般会計

７号補正

5501000000

030296

019

00

0

00

小学校耐震補強事業 ゆとりある心豊かな米子

豊かな心を育む学校教育の推進

豊かな心を育む人権・教育と歴史・

『こころ』がいきいき

0

6305,50000

5,5635,56315,0029,439

補正後の額補正前の額

0

歳出予算事業概要書

県支出金

22 5,50012 225役務費 地方 01 06 02 003
13 5,338委託料 学校教育施設等整備事業

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

　 値0.3未満の建物の耐震補強工事を「改正地震防災対策法」に伴い、前倒しで実施する
(2)必要性

(1)本年度の計画

　 難場所としての役割を果たすためにも耐震補強が必要です。
　　 地震等の災害発生時に、児童生徒等の安全を確保するとともに、地域住民の応急避

　　 学校施設で、構造耐震指標(Is値)が基準に満たない建物の内、特に緊急を要するIs
(1)事業の概要

　　 安心・安全な施設となり、教育環境の整備が図れる。
(2)効果
　　 耐震補強工事は、平成21年度に実施予定している。
　　 成実小学校屋内運動場(Is値0.19)の耐震補強工事の設計を行う。

　　建築物の耐震改修の促進に関する法律、地震防災対策特別措置法(平成20年6月改正)

(1)財源内訳
　　学校教育施設等整備事業債
(2)事務事業評価の反映状況
　　 評価結果‥実施

会計 001 一般会計 10款 02項 03目 01900000事業 1頁



0

1 頁平成20年 8月28日  09時21分  作成

10 教育費

02 小学校費

03 学校建設費

教育総務課

作　成　者：財政課　５（簡略番号 ）

平成20年度 001 一般会計

７号補正

5501000000

039655

028

00

0

00

淀江小学校プール改築事業 ゆとりある心豊かな米子

豊かな心を育む学校教育の推進

豊かな心を育む人権・教育と歴史・

『こころ』がいきいき

0

9029,90003,426

33,335149,41933,3350

補正後の額補正前の額

0

歳出予算事業概要書

県支出金

15 3,4269 10旅費 国庫 02 06 02 011
11 25需用費 安全・安心な学校づくり交付金

22 29,90013 7,200委託料 地方 01 06 02 003
15 26,100工事請負費 学校教育施設等整備事業
18 0備品購入費

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

施工するものである。
　ＦＲＰ造２５ｍ×１６ｍ、既存プールを解体撤去後同一場所に建築する。

本年度の計画

がある。
である。来年度のプールの授業を考慮すると、早急に設計に入り、着工に取り掛かる必要
すすみ、このたび浄化設備の使用が困難となった。躯体の歪もひどく全体的な改築が必要
　本プールは合併時に旧淀江町民プールから移管したものである。３７年経過し老朽化が
②必要性

　淀江小学校のプールを改築するに当たり、地質調査及び設計業務の委託を行なった後、
①事業の概要

　　　
　　　　　　計　　　　　１４４，２４７千円
　　　　平成２１年度　　１１０，９１２千円
　　　　平成２０年度　　　３３，３３５千円
　　　事業費（予算額）
　　　事業期間　　平成２０年度～平成２１年度（債務負担行為による２か年事業）
　【全体計画】

　建築主体工事及び設備工事の着工（完了　Ｈ２１．６月予定）
　建築主体工事設計業務委託・設備工事設計業務委託・解体撤去工事
　地質調査　２ヶ所（地下３５ｍ）

学校教育法

学校敷地内同一場所での改築

１財源
　安全･安心な学校づくり交付金及び学校教育施設等整備事業債
２事務事業評価の反映状況
　　評価結果…実施

会計 001 一般会計 10款 02項 03目 02800000事業 1頁



0

1 頁平成20年 8月22日  12時03分  作成

10 教育費

04 特別支援学校費

03 学校建設費

教育総務課

作　成　者：財政課　５（簡略番号 ）

平成20年度 001 一般会計

７号補正

5501000000

046908

002

00

0

00

養護学校耐震補強事業
0

003,00000

3,0003,0003,0000

補正後の額補正前の額

歳出予算事業概要書

県支出金

22 3,00012 225役務費 地方 01 06 05 002
13 2,775委託料 学校教育施設等整備事業

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

　 値0.3未満の建物の耐震補強工事を「改正地震防災対策法」に伴い、前倒しで実施する
(2)必要性

(1)本年度の計画

　 難場所としての役割を果たすためにも耐震補強が必要です。
　　 地震等の災害発生時に、児童生徒等の安全を確保するとともに、地域住民の応急非

　　 学校施設で、構造耐震指標(Is値)が基準に満たない建物の内、特に緊急を要するIs
(1)事業の概要

　　 安心・安全な施設となり、教育環境の整備が図れる。
(2)効果
　　 耐震補強工事は、平成21年度に実施予定している。
　　 米子養護学校屋内運動場(Is値0.20)の耐震補強工事の設計を行う。

　　建物の耐震改修の促進に関する法律、地震防災対策特別措置法(平成20年6月改正)

(1)財源内訳
　 　学校教育施設等整備事業債
(2)事務事業評価の反映状況
　 　評価結果：実施

会計 001 一般会計 10款 04項 03目 00200000事業 1頁



0

1 頁平成20年 8月25日  09時34分  作成

11 公債費

01 公債費

01 元金

財政課

作　成　者：財政課　７（簡略番号 ）

平成20年度 001 一般会計

７号補正

104000000

005125

001

00

0

00

起債償還元金 みんなのための市役所

効率的な行政運営の推進

市民に信頼される市役所づくり

『市役所』がいきいき

0

9340364,00000

364,934364,9347,524,8277,159,893

補正後の額補正前の額

0

歳出予算事業概要書

県支出金

22 40,90022 補償補填及び賠償金 地方 01 01 01 014
23 364,934償還金利子及び割引 水道事業借換債

22 2,700地方 01 01 01 015
臨時財政特例債借換債
22 7,100地方 01 04 02 007
臨時河川等整備事業借換債
22 54,400地方 01 04 03 011
一般公共事業借換債
22 6,000地方 01 04 04 003
公営住宅建設事業借換債
22 117,300地方 01 06 01 005
厚生福祉施設整備事業借換債
22 102,100地方 01 06 02 002
義務教育施設整備事業借換債
22 19,900地方 01 06 03 004
厚生福祉施設整備事業借換債
22 8,600地方 01 06 04 002
一般事業借換債
22 5,000地方 01 06 04 005
義務教育施設整備事業借換債

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

り、繰上償還を行う。
このことにより、金利負担軽減が図られる。

簡易生命保険資金、公営企業金融公庫資金）に係る地方債を低金利の地方債の借換えによ
総務大臣及び財務大臣の承認に基づく、年利５％以上の公的資金（旧資金運用部資金、旧

会計 001 一般会計 11款 01項 01目 00100000事業 1頁


	介護予防システム研究会運営事業
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